
株式会社大阪取引所における取引所外国為替証拠金取引の休止に伴う 

業務方法書等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

株式会社大阪取引所における取引所外国為替証拠金取引（以下「取引所ＦＸ取引」とい

う）が休止されることに伴い、当該休止に伴う最終決済やＦＸ清算資格の喪失等について

所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 （備  考） 

１．取引所ＦＸ取引の休止に伴う清算資格の喪失申請の特例等  

・ 取引所ＦＸ取引の休止の際、ＦＸ清算資格を有する清算

参加者については、当該ＦＸ清算資格の喪失の申請を行

ったものとみなす。 

・ 清算参加者が清算資格を喪失した場合において、当該喪

失前の原因に基づいて生じた権利義務があるときは、当

該権利義務について、業務方法書等の定めが適用される

ものとする。 

・業務方法書第２２条の２ 

 

・業務方法書第２８条の２ 

 

２．最終決済に伴う金銭の授受  

・ 取引所ＦＸ取引の休止に伴う最終決済において、指定市

場開設者が定める最終清算数値と取引最終日の前取引日

の清算数値（取引最終日に成立した取引については最終

清算数値と約定数値）とを比較して差を生じたときは、

ＦＸ清算参加者はその差に相当する金銭を最終決済期日

において、当社との間で授受するものとする。 

・業務方法書第７３条の３５の

２、業務方法書の取扱い第２

０条の８の５ 

 

 

３．その他  

・ その他、取引所ＦＸ取引に関し当社が委任する業務の終

了、ＦＸ清算資格に係る手数料率の削除等、所要の整備

を行う。 

 

・業務方法書の取扱い第２２

条、手数料に関する規則 

 

Ⅲ．施行日 

  平成２６年１０月２３日から施行する。ただし、業務方法書の取扱い第２２条及び手数

料に関する規則の改正規定は、当社が定める日から施行する。 

以   上 
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株式会社大阪取引所における取引所外国為替証拠金取引市場の休止に伴う 

関連諸規則の一部改正について 
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業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（取引所ＦＸ取引の休止に伴う清算資格の喪失

申請の特例） 

 

第２２条の２ 指定市場開設者が取引所ＦＸ取引

の休止（指定市場開設者が定める取引所ＦＸ取

引の休止をいう。）を行おうとする場合であっ

て、かつ、他のいずれの指定金融商品市場にお

いても取引所ＦＸ取引が行われていないとき

は、当該休止の際、現にＦＸ清算資格を有する

清算参加者については、前条第１項の規定にか

かわらず、当社が定める日をもって、当該ＦＸ

清算資格の喪失の申請を行ったものとみなす。 

（新設） 

  

（清算資格の喪失の際のこの業務方法書の適

用） 

 

第２８条の２ 清算参加者が清算資格を喪失した

場合において、当該喪失前の原因に基づいて生

じた権利義務があるときは、当該権利義務につ

いて、この業務方法書（この業務方法書に基づ

く規則を含む。）の定めが適用されるものとす

る。 

（新設） 

  

（最終決済差金の授受）  

第７３条の３５の２ 取引所ＦＸ取引における最終

決済（指定市場開設者が定める取引所ＦＸ取引にお

ける最終決済をいう。）において、ＦＸ清算参加者

は次の各号に掲げる金銭を最終決済期日（指定市場

開設者が定める取引所ＦＸ取引における最終決済

期日をいう。）において、当社との間で授受するも

のとする。 

（新設） 

 

（１） 取引最終日（指定市場開設者が取引所ＦＸ

取引に関して定める取引最終日をいう。以下この

条において同じ。）の建玉のうち、当該取引最終

日の立会において成立した取引による建玉につ
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いて、当該取引の約定数値と当該取引契約締結を

行った取引日の最終清算数値（指定市場開設者が

定める最終清算数値をいう。以下この条において

同じ。）とを比較して差を生じたときは、その差

に相当する金銭 

（２） 取引最終日の建玉のうち、当該取引最終日

の立会より前に成立した取引による建玉につい

て、最終清算数値と前取引日の清算数値とを比較

して差を生じたときは、その差に相当する金銭 

 

  

 

付  則 

この改正規定は、平成２６年１０月２３日から

施行する。 
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（非対円金融指標に係る差金の額） （非対円金融指標に係る差金の額） 

第２０条の８の５ 業務方法書第７３条の３８に規

定する差に相当する金銭は、非対円金融指標（指定

市場開設者が定める非対円金融指標をいう。以下同

じ。）に係る同第７３条の３４、第７３条の３５、

第７３条の３５の２及び第７３条の３７に規定す

る差に基準通貨（指定市場開設者が定める非対円金

融指標について、金融指標の算出の基準となる通貨

をいう。）に係る対円金融指標（指定市場開設者が

定める対円金融指標をいう。以下同じ。）における

当該取引日の清算数値を乗じることにより得られ

る円価額（円位未満の端数金額は切り捨てる。）と

する。 

第２０条の８の５ 業務方法書第７３条の３８に規

定する差に相当する金銭は、非対円金融指標（指定

市場開設者が定める非対円金融指標をいう。以下同

じ。）に係る同第７３条の３４、第７３条の３５及

び第７３条の３７に規定する差に基準通貨（指定市

場開設者が定める非対円金融指標について、金融指

標の算出の基準となる通貨をいう。）に係る対円金

融指標（指定市場開設者が定める対円金融指標をい

う。以下同じ。）における当該取引日の清算数値を

乗じることにより得られる円価額（円位未満の端数

金額は切り捨てる。）とする。 

 

  

（取引所ＦＸ取引に係る差金の額の申告及び受払

い） 

第２０条の８の６ （略） 

２・３ （略）   

４ ＦＸ清算参加者は、前項の加減により預り目的ご

との取引証拠金が取引証拠金所要額に満たなくな

る場合は、当該取引証拠金所要額から当該取引証拠

金を差し引いた額以上の取引証拠金を、取引所ＦＸ

取引に係る取引証拠金等に関する規則第１４条か

ら第１８条までに定めるところにより、当社に預託

しなければならない。 

 

（取引所ＦＸ取引に係る差金の額の申告及び受払

い） 

第２０条の８の６ （略） 

２・３ （略）   

４ ＦＸ清算参加者は、前項の加減により預り目的ご

との取引証拠金が取引証拠金所要額に満たなくな

る場合は、当該取引証拠金所要額から当該取引証拠

金を差し引いた額以上の取引証拠金を、取引所ＦＸ

取引に係る取引証拠金等に関する規則第１４条及

び第１５条に定めるところにより、当社に預託しな

ければならない。 

 

  

（当社が委任する事務） （当社が委任する事務） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

（削る） ２ 当社は、業務方法書第８５条第１項の規定に基づ

き、第２条第２号に掲げる指定市場開設者に対し、

当該指定市場開設者が開設する金融商品市場にお

ける取引所ＦＸ取引に係る建玉申告の受付等に係
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る事務を委任するものとする。 

２ 当社は、業務方法書第８５条第１項の規定に基づ

き、第２条第２号に掲げる指定市場開設者に対し、

手数料に関する規則別表第２項に掲げる手数料の

うち当社が定めるものの徴収に係る事務を委任す

るものとする。 

３ 当社は、業務方法書第８５条第１項の規定に基づ

き、第２条第２号に掲げる指定市場開設者に対し、

手数料に関する規則第２条の２第２項第４号及び

同規則別表第２項に掲げる手数料のうち当社が定

めるものの徴収に係る事務を委任するものとする。 

  

 

付  則 

この改正規定は、平成２６年１０月２３日から施

行する。ただし、第２２条の改正規定は、当社が

定める日から施行する。 
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手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（固定手数料） 

第２条の２ （略） 

（固定手数料） 

第２条の２ （略） 

２ 前項に規定する固定手数料（月額）は、次の各号

に掲げる清算参加者について、当該各号に定める額

とする。 

２ 前項に規定する固定手数料（月額）は、次の各号

に掲げる清算参加者について、当該各号に定める額

とする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（削る） 

 

（４） ＦＸ清算資格を有する清算参加者 

  ２万円 

  

（銘柄管理手数料） （銘柄管理手数料） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 取引所金融商品市場を開設する指定市場開設者

の前項に規定する銘柄管理手数料（月額）は、次の

各号に掲げる取引について、当該各号に定める額の

合計額とする。 

（１） （略） 

２ 取引所金融商品市場を開設する指定市場開設者

の前項に規定する銘柄管理手数料（月額）は、次の

各号に掲げる取引について、当該各号に定める額の

合計額とする。 

（１） （略） 

（２） 業務方法書第３条第２項第２号から第６号

まで及び第１１号に掲げる取引 

次のａからｅまでに掲げる銘柄について、当該

ａからｅまでに定める額の合計額 

（２） 業務方法書第３条第２項第２号から第６号

まで及び第１１号に掲げる取引 

次のａからｆまでに掲げる銘柄について、当該

ａからｆまでに定める額の合計額 

ａ～ｅ （略） ａ～ｅ （略） 

（削る） 

 

ｆ 業務方法書第３条第２項第１１号に掲げる

取引に係る銘柄 

月末における各指定市場開設者の当該取引

に係る対象金融指標の数（限日取引が設定され

ていないものを除く。）に６万円を乗じて得た

額 

３ （略） ３ （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、当社が定める日から施行す

る。 
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２ ＦＸ清算資格を有する清算参加者の平成２６

年１０月分の固定手数料は、改正後の第２条の

２第２項の規定にかかわらず、１７，４１９円

とする。 

 

  

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

１ （略） 

２ 業務方法書の取扱い第３条第２項第２号から第

６号までに掲げる取引に係る清算手数料の算出の

基準及び清算手数料率は、次のとおりとする。 

１ （略） 

２ 業務方法書の取扱い第３条第２項第２号から第

６号まで及び第１１号に掲げる取引に係る清算手

数料の算出の基準及び清算手数料率は、次のとおり

とする。 
清算対象取引の区

分 

算出の 

基準 
清算手数料率 

（略） 

（削る） (削る） （削る） （削る） 

 

清算対象取引の区

分 

算出の

基準 
清算手数料率 

（略） 

業務方

法書第

３条第

２項第

１１号

に掲げ

る取引

所ＦＸ

取引 

対 円 金

融 指 標

及 び 非

対 円 金

融 指 標

に 係 る

取引 

（注１） 

 

取引数

量 

当社が当該月に引き受けた債

務（注２）について、１取引単

位につき 

１５円 

（注５） 

 

（注１）～（注４） （略） 

（注５）取引数量は、各月の１日に開始する取引日か

ら当該月の末日に開始する取引日までの取

引数量をいう。ただし、当社が必要と認める

場合を除き、指定市場開設者が定める建玉調

整制度に基づき成立した取引に係る数量を

除くものとする。 

 

 

（注１）～（注４） （略） 

（注５）取引数量は、各月の１日（ＦＸ休業日に当た

るときは、順次繰り下げる。）に開始する取

引日から当該月の末日（ＦＸ休業日に当たる

ときは、順次繰り上げる。）に開始する取引

日までの取引数量をいう。ただし、当社が必

要と認める場合を除き、指定市場開設者が定

める建玉調整制度に基づき成立した取引に

係る数量を除くものとする。 

 

  

 


